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子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の 100％子会社である株式会社あさくまサクセッショ

ン（以下「あさくまサクセッション」といいます。）を 2024年 11月 13日付で吸収合併することを決

議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本合併は 100％子会社の吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開示しており

ます。 

記 

１．合併の目的 

外食業界を取り巻く環境が大きく変化する中で、競争力を向上させるためには、グループ一体で

の強固な経営体制の構築が必要となっております。あさくまサクセッションは、複数業態の飲食事

業を手掛けておりますが、合併により、販促施策などのシナジー効果の創出並びにグループ内にお

ける節税や税務・労務の諸手続きの簡略化など重複している業務の削減を目的に同社を吸収合併す

ることといたしました。  

 

２．合併の要旨 

（１） 合併の日程 

 合併決議取締役会          2024年 11月 13日 

 合併契約締結             2024年 11月 13日 

 合併の予定日（効力発生日） 2025年１月 31日（予定） 

 

（注）本合併は、会社法第 796 条第２項に定める簡易合併並びに同法第 784 条第１項に定める略式合

併の規定により、当社及びあさくまサクセッションにおいて合併契約に関する株主総会の承認

を得ることなく行うものです。なお、あさくまサクセッションは債務超過となっておりますが、

当社は当該債務超過額相当の貸倒引当金及び投資損失引当金を計上しており、本合併の際に両

引当金を戻し入れることから合併差損は発生しないものと判断し、簡易合併をいたします。 

 

（２） 合併方式 

 当社を存続会社とする吸収合併方式で、あさくまサクセッションは解散いたします。  

 

（３）合併に係る割り当ての内容 

 本合併は、当社の完全子会社との吸収合併であるため、本合併による新株式の発行及び金銭

等の割り当てはありません。 

 



（４） 消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

 あさくまサクセッションは新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません 

 

３．合併当事会社の概要（2024年１月 31日現在） 

 存続会社 消滅会社 

名称 株式会社あさくま 株式会社あさくまサクセッション 

所在地 愛知県日進市赤池町西組 32番地 名古屋市天白区植田西２-1410 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 廣田 陽一 代表取締役 片岡 正俊 

事業内容 飲食事業 飲食事業 

資本金 91,531千円 40,000千円 

設立年月日 1948年 12月 10日 2013年８月 19日 

発行済株式数 5,384,070株 5,966株 

決算期 １月 31日 １月 31日 

大株主及び持株比率 (株)ﾃﾝﾎﾟｽﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ  61.18％ 

(有)あさしお      6.46％ 

近藤裕貴        2.88％ 

株式会社あさくま       100％ 

 

直前事業年度の財務状態及び経営成績 

 株式会社あさくま 株式会社あさくまサクセッション 

会計年度 2024年１月期 2024年１月期 

純資産合計 2,502,778千円 △234,498千円 

総資産 3,643,323千円 104,095千円 

１株当たり純資産 24.56円 △39,305.86円 

売上高 5,807,368千円 293,820千円 

営業利益 164,627千円 10,005千円 

経常利益 176,163千円 8,777千円 

親会社株主に帰属する当期純利益 130,487千円 1,583千円 

１株当たり当期純利益 471.03円 265.45円 

 

４．合併後の状況 

  本吸収合併による当社の商号、事業内容、所在地、代表者の役職・氏名、資本金及び決算期に変更

はありません。 

 

５．今後の見通し 

本吸収合併は、当社の完全子会社との合併であるため、当社連結業績への影響はありません。 

 当社は、本吸収合併に先立ち債権放棄を実施いたしますが、直前事業年度に同額の貸倒引当金を計

上しているため、2025年１月期の個別決算においても影響はありません。 

 

以 上 


